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業務の適正を確保するための体制
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、役職員が法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守し、行動するための行動規範を定
め、取締役自らによる率先垂範を通じて使用人への周知徹底を図る。
　社長を委員長として設置したコンプライアンス委員会の活動を通して、コンプライアンスマ
ニュアルの周知浸透を図り、コンプライアンス体制の充実に努める。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、その保存媒体に応じて安
全かつ検索性の高い状態で保存・管理し、取締役又は監査役からの閲覧の要請があった場合、
速やかに閲覧が可能となる場所に保管する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎として、会社が経営危機に直面したときの対応を定めたリスク管理規
程に基づいたリスク管理体制を構築する。
　不測の事態が発生した場合には、リスク管理規程に従い、代表取締役社長を本部長とする対
策本部を設置し、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防止し、損失を最小限に止める体
制を整える。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、取締役
会を毎月１回定時開催するほか、必要に応じて随時に開催する。また、取締役の職務を明確に
し、当該担当業務の執行について、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程において定め実行
する。

⑤　当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社は、当社との連携及び情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の性質、機関の設計、
その他会社の個性及び特性を踏まえつつ、自立的に内部統制システムを整備することを基本と
する。
　当社は、子会社・関連会社管理規程に基づき、子会社の管理を行う。
　子会社の取締役又は監査役を当社より派遣し、派遣された取締役は子会社の取締役の職務執
行を監視・監督し、派遣された監査役は子会社の業務執行状況を監査する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
　監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役は監査役会と
協議の上、監査役スタッフを置くものとする。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　前号の監査役スタッフは、監査役が求める業務補助を行う間、取締役の指揮命令を受けない
ものとする。
　また、当該使用人の人事異動、人事評価及び賞罰措置は、監査役の同意を得ることとし、取
締役からの独立性が確保できる体制とする。
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⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生するおそれがあると
き、或いは、役職員による違法又は不正な行為を発見したときは、直ちに監査役会に報告す
る。
　前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求め、
重要と思われる会議に出席し、書類の提示を求めることができる。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するとともに、会社の重要情報を閲覧し、必要
に応じて取締役又は使用人に対して説明を求めることができる。
　監査役会は、代表取締役と適時会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行う。
　監査役会は、内部監査担当と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査担当に調査
を求める。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備体制
　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対し、毅然と対応する。
　反社会的勢力への対応について、コンプライアンスマニュアルの中の行動指針として、①反
社会的勢力には毅然として対応し利益供与は一切行わないこと、②市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会的勢力及び団体とは断固として対決すること、③反社会的勢力とは合法的で
あると否とを問わずまた名目の如何を問わず一切取引は行わないこと、を規定しており、その
周知徹底を図る。
　また、コンプライアンス委員会配下のコンプライアンス推進室内に設置したホットライン受
付窓口を社内外通報窓口とし、反社会的勢力排除に努める。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、以
下の具体的な取組みを行っております。
①　コンプライアンスに関する取組み

　コンプライアンス経営の維持、向上、推進に努めるため、「コンプライアンス体制」及び
「企業行動規範・行動指針」を明文化したコンプライアンスマニュアルを全社員に配布しまし
た。

②　取締役の職務執行の効率性の確保のための取組み
　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定時取締役会を月１回開催し
ており、事業年度の開始時に年間開催スケジュールを通知し、取締役会に出席しやすい状況を
確保しております。

③　監査役監査の実効性の確保のための取組み
　取締役会その他重要な会議に出席したほか、代表取締役及び会計監査人との定期的な面談を
実施し、連携の確保を図りました。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高 1,205,123 1,195,798 △2,052,812 △1,360 346,749

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 364,594 364,594

自 己 株 式 の 取 得 △91 △91
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
( 純 額 ）

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 － － 364,594 △91 364,502

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,205,123 1,195,798 △1,688,217 △1,452 711,252

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高 892 892 347,642

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 364,594

自 己 株 式 の 取 得 △91
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
( 純 額 ）

775 775 775

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 775 775 365,278

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,668 1,668 712,920
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

イ．連結子会社の数　　　　　　３社
ロ．主要な連結子会社の名称　　株式会社フライトシステムコンサルティング

株式会社イーシー・ライダー
FLIGHT SYSTEM USA Inc.

②　非連結子会社の状況
イ．主要な非連結子会社の名称　台湾飛躍系統股份有限公司
ロ．連結の範囲から除いた理由　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲
から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
イ．主要な会社等の名称　　　　台湾飛躍系統股份有限公司
ロ．持分法を適用しない理由　　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産
イ．商品、仕掛品　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
ロ．原材料　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　定額法
ただし、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づ
く償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額を比較し、い
ずれか大きい額を計上しております。また、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

　受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受
注契約に係る損失見込み額を計上しております。
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④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．受注制作のソフトウエアの売上高及び売上原価の計上基準
・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクト

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
・その他のプロジェクト

工事完成基準
ロ．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定に含めて計上しております。

ハ．消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

ニ．連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「前渡金」は、資産の総額の100分

の１を超えたため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」、「未払消費税等」及び

「未払法人税等」は、資産の総額の100分の１を超えたため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は営業外費用の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「前渡金」は43,856千円、「前受金」は13,442千円、「未払消費税等」は4,832

千円、「未払法人税等」は7,460千円、「支払手数料」は24千円であります。
３．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 122,231千円
４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴　発行済株式の総数及び自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

発行済株式
普 通 株 式 9,456,500株 －株 －株 9,456,500株

自己株式
普 通 株 式 912株 92株 －株 1,004株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
⑵　剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。
⑶　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金調達については、銀行借入のほか、機関投資家、事業会社を引受先とするファイ
ナンス（第三者割当増資等）によって調達しております。また、資金運用については、主に預金等の安全
性の高い金融商品によっております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金に係る取引先の信用リスクは、各取引先の期日管理及び残高管理を定期的に行い
リスクの低減を図っております。
　営業債務である買掛金は、１年以内に到来する期日のものであります。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に長期的な運転資金に係る資金調
達であります。このうち、変動金利による借入金は金利の変動リスクが発生します。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価額に基づく時価のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

連結貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)
① 現金及び預金 1,575,694 1,575,694 －
② 売掛金 227,110 227,110 －

資産計 1,802,804 1,802,804 －
③ 買掛金 274,365 274,365 －
④ 短期借入金 11,664 11,664 －
⑤ 1年内償還予定の社債 96,000 96,000 －
⑥ 長期借入金 208,621 225,690 17,069
⑦ 社債 204,000 203,469 △530

負債計 794,650 811,189 16,538
（注）１．金融商品の時価の算定方法

①　現金及び預金、②　売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

③　買掛金、④　短期借入金、⑤　1年内償還予定の社債
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

⑥　長期借入金、
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される率で割り引いた
現在価値により算定しております。

⑦　社債
　当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び
信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．非上場株式は、市場価額がなく、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため記載しておりません。
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６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 75円40銭
⑵　１株当たりの当期純利益 38円56銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

８．減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 減損損失
コンサルティング
＆ソリューション事業 工具、器具及び備品 東京都渋谷区 3,551千円

　当社グループは、資産を事業用資産及び共用資産にグループ化し、事業用資産については事業の種類別に
区分し、グルーピングを行っております。
　本社費控除後の営業損益が継続してマイナスの資産グループにつきましては、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し当該減少額を減損損失として計上しております。
　また、当資産グループの回収可能価額は、使用価値によって算定しておりますが、将来キャッシュ・フロ
ーが見込まれないことから、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。
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株主資本等変動計算書
（2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本
剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準 備 金
利 益

準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,205,123 1,195,798 7,132 69,367 △2,025,140 △1,948,640 △1,360 450,920 450,920

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 124,601 124,601 124,601 124,601

自己株式の取得 △91 △91 △91

当期変動額合計 － － － － 124,601 124,601 △91 124,509 124,509

当 期 末 残 高 1,205,123 1,195,798 7,132 69,367 △1,900,538 △1,824,039 △1,452 575,430 575,430
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
　　関係会社株式　　　　移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産　　　　定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
 

貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　消費税等の会計処理　税抜方式によっております。
②　連結納税制度の適用　連結納税制度を採用しております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 15,485千円
⑵　関係会社に対する金銭債権

　短期金銭債権 265,125千円

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　売上高 340,468千円
②　営業取引以外の取引高 13,622千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　普通株式 1,004株
５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 26,608千円
繰越欠損金 134,475千円
その他 20,643千円
繰延税金資産小計 181,728千円
評価性引当額 △181,728千円

繰延税金資産合計 －千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △1,000千円
繰延税金負債合計 △1,000千円
繰延税金資産純額 △1,000千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

(千円) 科 目 期末残高
(千円)

子会社 ㈱フライトシステム
コンサルティング

(所有)
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付け
(注)１． 550,000 関係会社

長期貸付金 －貸付金の回収
(注)２． 850,000

経営管理料
(注)３． 338,068 売掛金 36,058

利息の受取り 10,410

未収入金 220,993出向料
(注)３． 47,246
連結納税

個別帰属額 103,300
債務被保証
(注)４． 200,000 － －

子会社 ㈱イーシー・ライダー (所有)
直接90.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付け
(注)１． 73,000 関係会社

長期貸付金 53,000貸付金の回収
(注)２． 85,000

利息の受取り 3,211 未収入金 －

貸倒懸念債権に
対する貸倒引当

金戻入額
6,000 貸倒引当金 33,100

子会社 FLIGHT SYSTEM USA 
Inc.

(所有)
間接100.0％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付け
(注)１． 12,113 関係会社

長期貸付金 58,768
貸倒懸念債権に
対する貸倒引当

金繰入額
13,100 貸倒引当金 53,800

（注）１．貸付金の利率については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
２．貸付金の回収については、回収期間を定め、回収しております。
３．経営管理料及び出向料については、契約条件により決定しております。
４．当社の銀行借入について株式会社フライトシステムコンサルティングより債務保証を受けております

が、銀行借入に係る債務被保証の取引金額については、銀行借入の被保証残高を記載しております。
また、当該債務被保証に対して保証料を支払っておりません。

５．取引金額は消費税等を含みませんが、期末残高は消費税等を含んでおります。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 60円86銭
⑵　１株当たりの当期純利益 13円18銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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